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研究成果の概要（和文）：　本研究は、専門人材に期待される領域横断的なリテラシー（以下「トランスプロフェッシ
ョナル・リテラシー」）を備えた医師やエンジニア、法曹といった高度専門職・中核人材養成基盤のあり方を模索する
学際共同研究プロジェクトである。本研究では、専門職・組織内中核人材に求められる能力・特性についてのアンケー
ト調査を実施するとともに、大阪大学の学際研究教育拠点としてのメリットを最大限に生かし、医師、エンジニア、法
曹など高度専門職のコミュニケーションないし協働に関わるワークショップや研究会、シンポジウムを実施し、法学研
究科博士前期課程で「総合演習（トランスプロフェッショナル・リテラシー）」の授業を実施した。

研究成果の概要（英文）： This research project aims to conduct a collaborative research and discussion on 
the trans-professional literacy and the conditions of good team work between highly specialized 
professionals, like medical doctors, engineers and lawyers, and corporate principal personals. The 
research members of this project, formed by professors of medical science, engineering and law, conducted 
a questionnaire survey on the communications between professionals and corporation’s principal personals 
relating to the corporate issues, held some workshops, research meetings and a symposium on the 
collaboration between highly specialized professionals, and gave a graduate seminar on the 
trans-professional literacy at the Graduate School of Law and Politics, Osaka University.

研究分野： 西洋法制史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1990 年代以降、大学における専門職養成教

育は急速に高度化してきた。だが、それと同
時並行で進行する問題として、専門人材の他
分野に対するリテラシーの低下がしばしば
指摘されてきた。専門人材を目指す学生は早
い段階から専門特化した学修に専念し、この
結果、自らの専門分野以外に関心を持たない
まま職に就く傾向が強まっている。 
しかし、今日では、医師、エンジニア、法

曹といった高度専門職、あるいは企業等組織
内中核人材は、個人プレーではなく、チーム
プレーで職務を遂行するのを通常としてい
る。チームプレーには、それぞれの人材が他
分野に対する領域横断的リテラシーに裏付
けられたハイレベルなコミュニケーション
能力とマネジメント能力を備えていなけれ
ばならない。医療界、技術界、法曹界、そし
てより広くは経済界が求める中核人材ニー
ズと、大学から輩出される若い専門人材との
ギャップは拡大するばかりである。このギャ
ップを少しでも小さくすることが大学に求
められる喫緊の課題である。 
 
２．研究の目的 
以上のような背景から、本研究は、領域横

断的なリテラシー（以下「トランスプロフェ
ッショナル・リテラシー」）を備えた高度専
門職および企業内の中核人材養成基盤のあ
り方を模索的探求することを目的とする。本
研究では、医師、エンジニア、法曹などの高
度専門職、専門分化した組織内中核人材のコ
ミュニケーション能力およびマネジメント
能力向上のための方策を実証的に明らかに
するとともに、それらの方策を専門教育に組
み込み、力量ある専門人材養成のための強靱
な実践的基盤の構築を試みた。 
 
３．研究の方法 
本研究は、最初に高度専門職・組織内中核

人材に求められる能力・特性についてのアン
ケート調査を実施するとともに、トップレベ
ルの専門人材を数多く輩出している大阪大
学の学際研究教育拠点としてのメリットを
生かし、医師、エンジニア、法曹など高度専
門職のコミュニケーションないし協働に関
わるワークショップや研究会、シンポジウム
を実施して、アンケート等で得られた知見を
実務経験と融合させるよう試みてきた。さら
に、教育活動の一環として、法学研究科博士
前期課程で「総合演習（トランスプロフェッ
ショナル・リテラシー）」を開講し、研究成
果の教育還元に努めてきた。本研究では、こ
れらの活動を通じて、専門職、組織内中核人
材のコミュニケーション能力や協働の質を
高めるため条件と人材育成基盤のあり方に
ついて明らかにしてきた。 
 
４．研究成果 
本研究は模索的探求の実践であり、その成

果は研究活動中で得られた知見として明ら
かになる。ここでは、各年度の研究活動で得
られた知見を紹介するとともに、今後の展望
を明らかにすることで、研究成果の公表とし
たい（一部小規模な研究会の紹介は割愛）。 
 
(1)2011 年度 
2011 年度には、「専門職・中核人材に求め

られる能力・特性についてのアンケート調
査」を実施するとともに、2 回の「拡大ワー
クショップ」を実施した。 
アンケート調査は、福井康太、西本実苗、

川島惟が中心となって実施した。調査票は、
2012 年 1 月末に会社四季報 CD-ROM 版（東洋
経済新報社）に掲載されている上場企業
3,629 社に郵送した。実施期間は同年 2 月 1
日から 3月 9日の約 1か月間で、アンケート
について 133 社から回答を得た。有効回答率
は 3.6%であった。本アンケートでは、Q1 海
外投資案件、Q2 環境 CSR 案件、Q3 顧客情
報漏えい対応案件、Q4 ビジネスモデルの刷
新案件、Q5 政府からの補助金付き事業案件
の 5つの架空事例を提示した上で、会社にお
ける専門職・中核人材のコミュニケーション
のあり方について聞き、さらに専門職・中核
人材に求められる 39 項目のコンピテンシー
について質問した。このアンケートから、い
ずれの架空事例でも、社長とともに総務、法
務、経理、人事の担当者がコミュニケーショ
ンの中心に立つこと、法務とコンプライアン
ス専門部署の役割は異なること、外部の専門
家としては法律系専門職がいずれの架空事
例でも重要な役割を果たすが、事例ごとに専
門職の重要性は異なり、事例によっては技術
者や医療職が特別の役割を果たすこともあ
ること、企業組織で専門職・中核人材に求め
られるコンピテンシーとしては、まずもって
求められるのは責任感であり、分析力と情報
分析力、誠実性がこれに続き、必ずしも能力
の高さが最重要であるわけではないことが
明らかとなった。 
2011 年 8 月 26 日に、水島郁子が中心とな

って第 1回拡大ワークショップ「産業医・精
神科医・労働法学者の対話―産業メンタルヘ
ルス事例を素材として―」を開催した。同ワ
ークショップでは、産業医、精神科医、法律
家（顧問弁護士の役割を想定）の間の見解の
ズレについて、企業でのメンタルヘルス疾患
発生事例を手がかりに議論した。そこでは、
医師と法律家の間に考え方のズレがあるだ
けでなく、医師の間でも産業医と専門医の間
で見解に食い違いがあることが明らかにな
った。医師はその役割上患者に寄り添う立場
を取るものの、専門医は患者により近く、産
業医は会社に及ぼすリスクを患者の個人的
リスクと天秤にかけて、会社にリスクが及ば
ない範囲で患者の復職利益を実現しようと
する。これに対して、法律家はもっぱら会社
にもたらされるリスクを最小化するという
観点から行動する。ここから労働事件におけ



る医師と法律家のコミュニケーション・ギャ
ップが発生することが明らかとなった。 
2012 年 3 月 25 日に、木村正、平野哲郎が

中心となって、第2回拡大ワークショップ「医
療行為への『期待』とは―医療と法からのア
プローチ―」を実施し、医療に対する患者や
法律家の期待と医療現場とのギャップにつ
いて議論した。議論を通じて、患者はしばし
ば医師に対して過大な「期待」を抱き、これ
を裁判上も認めてもらおうと行動するが、裁
判所はこの「期待」を権利として認めること
に慎重であること、医師は持ち出しの努力で
高度の医療サービスを提供するが、その高い
サービスを享受するのが患者の当然の権利
ということになれば医療が疲弊してしまう
こと、医療の側には法律家に対する無理解や
恐れがあり、それが医師と法律家のコミュニ
ケーションを困難にしていることなどが明
らかになった。 
 
(2)2012 年 
2012 年度には、「中核人材・専門職に求め

られる能力・特性についてのアンケート調
査」の中間報告書を刊行し、その成果を学会
報告するとともに、１回の拡大ワークショッ
プと１回の研究会を実施した。 
2012 年 5 月 30 日にアンケート調査の結果

について西本実苗、川島惟、および福井康太
が報告した。調査結果は 6月末に中間報告書
としてまとめ、刊行した。調査結果の概要は
すでに紹介した通りである。 
7月27日に森勇介を中心に第3回拡大ワー

クショップ「基礎研究の社会還元―研究成果
の社会化・実用化に伴う多様なリスクとその
対応―」を実施し、先端医学や薬事研究の成
果を社会還元することの困難について議論
した。参議院議員で前文部科学副大臣・大阪
大学招へい教授（当時）の鈴木寛をはじめ、
医学や薬学、工学分野を中心とする 7名の研
究者を講師に招き、外部の研究者等 50 名以
上の参加者を得た。そこで主に議論されたの
は、日本において何がイノベーションのボト
ルネックになっているかであった。イノベー
ションのボトルネックのカテゴリーとして
は、①本人の甘え、②戦略性のなさ、③硬直
した教育システム、④リーダーシップの不足、
⑤不透明で恣意的な社会制度・法制度、⑥社
会の理解不足・無責任、⑦イノベーションの
資金的サポートの不在があるとされた。フロ
アも交えた熟議では、そのようなボトルネッ
クをどのようにして乗り越えるか議論され、
教育制度の改革やベンチャーキャピタルの
整備などが提言された。 
12 月 15 日に、西本実苗、川島惟、福井康

太の3名が日本法社会学会関西研究支部研究
会にて「『中核人材・専門職に求められる能
力・特性についてのアンケート調査』集計結
果の報告―コレスポンデンス分析を用いて
―」と題して報告。研究成果の学会での公表
を行った。報告内容はすでに紹介した通りで

あるが、調査方法、調査項目の設計について
いくつかの問題点が指摘された。 
2013 年 3 月 17 日に、西本実苗が中心とな

り、回生病院メンタルヘルス科臨床心理士の
長谷綾子を招いて研究会を行った。基調報告
「協働における関係性と情緒をめぐる問題
―精神分析的立場での実践を通して―」では、
臨床心理士が児童自立支援施設で他の職員
と協働する上で必要なものは何かについて、
実体験に基づく見解が紹介された。ここでの
議論を通じて、臨床心理士が児童自立支援施
設の現場で他の様々な職種との協働を行う
ためには、臨床心理士が自ら経験している苦
痛や悩み、そして他の職種が直面している苦
痛や悩みを情緒にまで踏み込んで深く理解
すること、その理解をベースに徐々に対話を
進めていくことが必要不可欠であることが
明らかにされた。 
 
(3)2013 年度 
2013 年度には、１回の科研研究会を行い、

「総合演習（トランスプロフェッショナル・
リテラシー）」（全 15 回）を開講した。 
7月27日に三成賢次を中心に科研研究会を

行った。研究会では、グランフロント大阪に
企業所属の一級建築士、技術士、開業一級建
築士、発注元企業担当者、行政担当者、大学
施設部担当者、建築学研究者、科学哲学者、
法学研究者ら十数名が集まり、立場によって
見解が異なりうる3つの建築トラブル事例を
とりあげ、各専門家の見解の違いは何故生じ
るのか、各専門家の共通理解の形成は可能な
のか、といった問題について議論した。議論
では、誰にも想定できない不測の建築事故が
発生することはあり、この場合は本来誰に対
しても事故の責任を問いえないはずである
が、そうであっても費用負担の問題として発
注元に重い責任を求めていくことはできな
いので、設計者と施工業者で費用を負担する
ことは多いこと、発注者がコスト削減につい
て細かな指示を出してくるような場合には、
設計者、施工業者の責任が軽減されるべきで
あること、建築確認が下りた設計通りに建築
を行えば施工業者に債務不履行はないとい
うことになるが、実際に建築を行う際には
「現場合わせ」（現場での微調整）が必要不
可欠であり、完全に当初の設計通りには行か
ない場合があるが、それで施工業者が法的責
任を問われることになるのでは、施行業者は
事業を継続することができないこと、そもそ
も日本ではエンジニアを「プロフェッショ
ン」（自立的専門職）と見る伝統がなく、近
時専門家責任がますます重く問われるよう
になっているにも拘わらず、その自立性は保
障されることはなく、顧客ではなく専門家の
利益を保障するという意味での専門職保険
（Professional Liability Insurance）は未
整備であることなど、課題が指摘された。 
10 月から半期間（第 2 学期）、これまでの

ワークショップや研究会のトランスクリプ



ト等を教材にした「総合演習（トランスプロ
フェッショナル・リテラシー）」を開講した。
授業担当者は福井康太と西本実苗の2人であ
り、川島惟もサポート担当として授業に参加
した。授業は教授会が行われない木曜日の 4
時限目と 5時限目（第 2木曜日は法学研究科、
第 3木曜日は高等司法研究科の会議日）に実
施した。授業では、高度専門職を中心とする
専門家が自らの専門領域を超えて他の専門
家とチームで仕事をするための条件を議論
し、また授業の後半に学生にグループディス
カッションとプレゼンをやってもらった。受
講生の評判は概ねよく、様々な発見があった
との評価を得た。 
 
(4)2014 年度 
2014 年度には、3回の科研セミナーを実施

するとともに、法学研究科博士前期課程で
「総合演習（トランスプロフェッショナル・
リテラシー）」（全 15 回）を開講した。 
 まず、10 月開講の「総合演習（トランスプ
ロフェッショナル・リテラシー）」では、前
年度同様、高度専門職を中心とする専門人材
が自らの専門領域を超えて様々な専門人材
とチームで仕事をするための条件について、
学生と議論した。受講生は 2013 年度より少
なく、また留学生が多かったが、授業の評判
はよく、教育効果は高かった。 
2015 年 1 月 26 日に、三成賢次と山田綾子

が中心となり、大阪大学大型教育研究プロジ
ェクト支援室共催科研セミナー「変動期の学
術基盤を考える―オランダ調査を手がかり
に―」を開催し、文系理系の枠を超えた研究
支援のあり方について議論した。オランダの
有力大学では、どの分野でも国内に留まらず
EU レベルを意識して研究が行われているこ
と、競争的予算獲得には政府機関や中間支援
組織である科学アカデミーが重要な役割を
果たしていること、国境を越えて EU 予算を
組織的に獲得するためのネットワークが構
築されていること、大学の研究支援スタッフ
も、単に事務を担当するというのではなく、
研究分野について高度な理解があり、シニア
の支援スタッフは博士号を有し、幅広い研究
者人脈を有していること、大学ごとに重点研
究領域が設けられていて、それを大学執行部
とシニア・アカデミックマネージャー（役員
相当の研究支援スタッフ）が戦略的に配分・
取り次ぎしていることなど、オランダの有力
大学の国際評価の高さの背景に関わる知見
が得られた。 
2 月 17 日に、松川正毅が受入を担当し、フ

ランス・トゥールーズ大学法学部教授のジャ
ック・ラリユーによるセミナー「学際研究の
方法と重要性」を開催した。このセミナーで
は、フランスの法学分野での学際研究につい
て情報交換を行った。フランスの法学分野で
は、様々な学際研究が行われており、環境法
や情報法、ロボット研究と法学のコラボレー
ションなど、興味深い学際研究が行われてい

ることが紹介された。 
2月22日に瀬戸山晃一が中心となって一般

公開セミナー「倫理審査委員に求められるリ
テラシーとは―医学研究の倫理審査委員を
めぐって―」が開催された。セミナーでは、
大学病院の倫理委員、治験審査委員経験者の
パネリストによる報告とともに、フロア参加
者との活発な意見交換が行われた。そこでは、
非専門家委員に求められる知識は想像以上
に広範であること、そのような基準を満たす
非専門家委員候補者はなかなか見つからな
いこと、医療側委員と非専門家委員の知識や
感覚のギャップは避けられず、医療側による
パターナリズムは必要であること、非専門家
委員の発言が人権への配慮や文面チェック
に限られがちなのは問題であり、より広い発
言の機会が与えられるべきであること、倫理
審査にも国際的連携が必要であることなど
が指摘された。 
 
(5)2015 年度 
2015 年度は、一般公開の「総合シンポジウ

ム」を実施し、「総合演習（トランスプロフ
ェッショナル・リテラシー）」（全 15 回）を
開講するとともに、研究成果報告書（冊子体）
を刊行した。 
総合シンポジウムは、9月 18 日に大阪大学

会館にて開催された。シンポジウムでは、現
在の科学技術政策のもとでのトランスプロ
フェッショナル・リテラシー研究の位置づけ
の問題、医療行為に対する過剰な「期待」の
問題、専門家、特に医療者の感覚と一般人の
感覚のギャップの問題、専門家のイノベーシ
ョンを引き出すうえで、意識面と無意識面の
ギャップにどのように対処するか、といった
問題が提起され、フロアの参加者も交えて活
発な議論が行われた。シンポジウムでの議論
を通じて、トランスプロフェッショナル・リ
テラシーの実現の難しさが確認される一方、
大学教育を通じて他領域の専門家や一般人
との理解や感覚のギャップを埋めていく可
能性について示唆を得た。 
10 月からは、3年目の「総合演習（トラン

スプロフェッショナル・リテラシー）」（全 15
回）を開講した。最終年度の受講生も少なか
ったが、リーディング大学院博士課程プログ
ラムの学生の参加もあり、議論のレベルは高
く、好評であった。 
12 月以降は科研費研究成果報告書（冊子

体）の作成に専念し、3月に刊行した。 
 
(6)展望 
本研究が模索的に探求してきた高度専門

職・組織内中核人材養成の基盤構築の必要性
はますます大きくなってきている。現代社会
の求める創造的な仕事をするためには、高度
専門職・組織内中核人材は、関係する他分野
について一定のリテラシーを備え、他分野の
専門人材のものの考え方、問題処理のやり方、
「解決」についての考え方、段取り、立場を



理解し、それを尊重する「心構え」のような
もの、相手を受け入れる姿勢を持たなければ
ならない。その土台を作る上で、大学の教養
教育、専門教育における学際的な学術交流は
有効であり、学生のうちに他分野の知り合い
をできる限り多く持つことがますます重要
となる。これに大学教育はどのような役割を
果たすことができるか、より具体的な検討が
必要になる。本科研メンバーに課された次の
研究課題はこのようなものになる。 
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